
◎基本政策

●手段（当初事業計画）●

 ‣ 生後４か月以内の乳児のいる全ての家庭への訪問（保健師・助産師）

 ‣ 発育・栄養・生活環境等の指導・助言（適切なサービスの提供）

［ ]  ‣ 要支援家庭の早期の把握・支援

 ‣ 乳幼児健康診査における虐待予防等のスクリーニング

 ‣ 子育て困難家庭や虐待の危険性のある親子の早期発見

［ ]  ‣ 医療・保健・福祉サービス等、必要な支援との連携

 （個別相談・集団指導・支援検討会における支援計画作成）

 ‣ 総合相談事業（一般相談・専門相談）

 ‣ 子ども応援サポート室（経済的な困りごと等の相談、保育園等への巡回相談）

［ ]  ‣ 子どもの最善の利益を守る法律専門相談事業

 （弁護士による離婚・養育費・面会交流等の相談）

 ‣ 要保護児童対策地域協議会の運営

 ‣ 家庭支援ヘルパー事業

［ ]  ‣ 子育て支援講座、啓発事業（児童虐待防止マニュアル等）

 ‣ 児童相談所の開設に向けた、事業内容の見直し

 ‣ 相談体制等の検討・人員確保等

◎区児童相談所開設(令和７年４月）

［ ]

60
1,513,495

（仮称）文京区児童相談所の整
備

子ども家庭支援センター

59 10,335

児童虐待防止対策事業

子ども家庭支援センター

18 28,425

7 4,839

乳幼児家庭支援保健事業

保健サービスセンター

子ども家庭相談事業

子ども家庭支援センター

令和７年度 令和８年度 令和９年度

●（仮称）子どもの権利擁護に関する条例制定
　（令和８年３月）

―

5 9,650
乳児家庭全戸訪問事業

保健サービスセンター

事業
番号 計画事業（所管課）

年次計画 令和6年度

事業費
（千円）令和６年度

1　子どもたちに輝く未来をつなぐ

主要課題 No. 13
総合的な相談・支援体制の強化と子ど
もの権利擁護

建設工事


